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福井県農林水産業活性化支援研究評価（農業研究）実施報告書 
 

 

１ 評価会議名称 

農業研究評価会議 

 

２ 開催日時 

   平成２５年８月２８日（水） ９：３０～１６：３０ 

 

３ 出席者 

 〔委員〕 

 渡邊 好昭 （独立行政法人  農業・食品産業技術総合研究機構 中央農業総合研究センター 

                 北陸研究センター長 北陸農業研究監） 

        大田 正次 （福井県立大学 生物資源学部生物資源学科 教授） 

  土井 元章 （京都大学 大学院農学研究科 教授） 

  村上亜由美  （福井大学 教育地域科学部生活科学教育講座 准教授） 

 栗山 伸司 （福井県農林水産部農林水産振興課 課長） 

 向出 茂三 （福井県農林水産部水田農業経営課 課長） 

 酒井 智吉 （福井県農林水産部園芸畜産課 課長） 

 〔立会人〕 

  川端智雄 （農業試験場長）        三田村繁 （農業試験場管理室長）  

 朝日泰蔵  （農業試験場企画・指導部長）   清水豊弘 （農業試験場ポストコシヒカリ開発部長）  

古河 衞 （農業試験場作物部長）          田谷哲也  （農業試験場有機環境部長） 

  小林恭一 （農業試験場食品加工研究所長） 野村幸雄  （園芸研究センター所長） 

〔事務局〕 

  前野伸吉 （農業試験場企画･経営課長）   高野隆志（農業試験場高度営農支援課長） 

    早川直助 （園芸研究センター総括研究員） 

 

４ 評価範囲 

（１） 研究課題評価 

  〔事前評価課題名〕 

①ふくいオリジナルスーパーライスの開発 

②水田農業での飛躍的コスト低減 

③生き物にやさしい”ポストこしひかり”栽培法の確立 

④「越前そば」ブランド強化のための機能性評価と加工食品の開発 

⑤エコ園芸 夏イチゴ栽培技術確立 

⑥サトイモ親芋(頭イモ)を利用した新規加工技術の開発 
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〔中間評価課題名〕 

  ①福井発の五ツ星ブランド水稲新品種の育成 

 

〔事後評価課題名〕 

①水稲の高温耐性に関与する DNAマーカーを利用した育種技術の開発 

②地域基盤に立脚した地下水位管理システムの構築を基幹とした大豆の高品質多収生産技術

の開発 

③減農薬に役立つうどん粉の天敵を育てる技術の開発 

④越前スイセンの高精度ウイルス検定とウイルスフリー球根生産技術確立 

⑤斑点米カメムシを減らして福井米の評価を上げる畦畔管理技術の開発 

⑥タバココナジラミを県内から一掃する一匹も逃さない発見法の開発 

⑦世界初、農薬を半減するキクの育成 

⑧福井ユリのニューブランド品種の育成 

⑨園芸試験場でのイオンビーム利用育種に関する研究（ウメ・スイセン） 

⑩福井県産米粉の利用を広げるおいしさ長持ち技術の開発 

⑪担い手の機械化作業に適したカキ栽培管理技術の確立 

⑫農業分野におけるイオンビーム利用に関する研究（イチゴ・ソバ） 

⑬ウメの新改植を促進する若木養成技術の開発 

⑭ウメ生産者の所得を上げる枝物花木生産技術の確立 

⑮ 県育成乳酸菌 FPL2の耐酸性機構の解明とウメ食品開発への応用 

福井梅の新たな需要を生み出す乳酸発酵技術の開発 

 

 

［追跡評価課題名］ 

①発芽性の高い水稲種子生産技術の確立 

②大麦の高性能播種作業技術と品質向上栽培技術の確立 

③イクヒカリの高位安定生産技術 

④農業分野におけるイオンビーム利用に関する研究 

⑤コンテナ栽培による越前スイセンの高品質安定出荷技術の確立 

⑥植物性乳酸菌を利用した乳酸発酵食品の開発 

⑦福井オリジナル産品開発育成事業 

⑧高設イチゴの成型培地による省力育苗方式の開発と栽培技術の確立 

⑨白干梅・ネット収穫における新たな病害虫対策の確立 
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５ 総 評 

○研究課題評価  

      評価対象課題数は３１課題（事前評価６課題、中間評価１課題、事後評価１５課題、追跡

評価９課題）であった。評価基準はAからEまでの５段階で行い、評価結果（総合評価） は

委員７名の平均値で算定した。 

     その結果、 

      ①事前評価課題                  B評価：３課題、C評価：３課題 

②中間評価課題   A評価：１課題、 

③事後評価課題  A評価：１課題、 B評価：７課題、C評価：７課題 

④追跡評価課題          B評価：４課題、C評価：４課題、D課題：１課題 

       の評価を受けた。 

事前評価については、Ｂ評価が３課題、Ｃ課題が３課題あった。一部の課題で目標、目的、

必要性の明確化が具体的にされていない、研究期間が長いとの指摘があった。 

中間評価は１課題のみでＡ評価で期待も高く、今後のブランド化を進めていくための取組

の必要性が指摘された。 

事後評価、追跡評価については目標、評価方法が明確でないとの指摘があった。 
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６  研究課題の評価結果 

事前評価                             

研究課題名 
研究

期間 
研究目的および必要性 

総合

評価 
主な意見 

ふくいオリ

ジナルスー

パーライス

の開発 

H26

～35 

・本県水田農業の持続的発展を図

るためには、中核となる水稲の

品種による競争力を強化する必

要がある。 

・本試験場の「水稲品種開発」の

強みを活かし、水稲の持つ様々

な能力を最大限活用する福井県

オリジナル品種を開発する必要

がある。 

C ・主食用向けでない酒米の開発につ

いては評価できる。 

・方向性の異なる品種の育種を１課

題内で研究する合理性、収量増

加、高食味性を実現する理論が示

されていない。 

・高収量は F1 化が近道。従前の育

種法で食味と収量増加両立の可能

性は極めて低い。直立穂について

も全く考慮されていない。 

・多収量ハイイールド米の主食用レ

ベルの品質化の意義はブランド米

と両立できる方策を示すことが必

要。 

・米を巡る環境は激変（TPP 等によ

る）が予想し、県や農業団体の米

振興方針との連携を大前提とした

検討が必要。 

・①必要性を説明できるように目標

を明確にすること。②研究期間が

長いので、分けて考えてほしい。

③ポストこしひかりとの関係を説

明できるようにしてほしい。 

・福井の米戦略との整合性を考慮す

る。 

水田農業で

の飛躍的コ

スト低減 

H26

～29 

・持続的営農のため、後継専従者

を確保できる、集落を超えた大

規模経営が志向されている。 

・一方では TPP 交渉参加により、

格段の生産費削減が不可避と認

識されつつある。 

・規模拡大だけによる生産費低減

は 20～30ha で頭打ちであり、

新たな技術の導入が必要であ

る。 

・このため水稲、大麦、大豆各作

目ごとの大幅なコスト低減体系

を確立、組織マネジメントの改

善と、他に有益な汎用知見化が

必要である。 

B ・集落営農のマネジメントについて

具体的な目標を示して研究を実施

してほしい。 

・集落営農での後継者の継続的な育

成も視野に入れてほしい。 

・中核となる技術を明確に。集落営

農の広域化という課題は全くの別

課題。 

・業務用、ハイイールド米に限定せ

ず、技術の開発・改善を進めてい

くべき。米の販売方針を十分に検

討すべき。生産者（専従者）の収

入が確保できるような戦略が必要

ではないか。 

・リモセンの費用捻出、費用対効果

を説明。 

・行政の米戦略、ポスコシ、特 A、

特栽の方向と合致していないので

ないか。 
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生き物にや

さしい”ポ

ストこしひ

かり”栽培

法の確立 

H26

～29 

・米の産地間競争が激しく、食

味、品質の良い米が求められる

中、県ではブランド米・ポスト

こしひかりを開発中である。 

・福井の米は、ほぼエコファーマ

ー基準で栽培され、環境にこだ

わった栽培技術の確立が必要で

ある。 

・県下全域で安定してポストこし

ひかりが栽培できる技術を確立

するとともに、環境にこだわっ

た栽培法を確立する。 

C ・赤トンボだけでなく、広い範囲で

の評価が必要。（温暖化ガス等も

含めて） 

・何のための「環境にやさしい栽

培」かをもう再検討しストーリー

を作る。他の課題（ポストこしひ

かり、コスト低減）との関連を明

確に。 

・収量、品質、効率性、環境の並列

進行は困難。コメの研究全体とし

てどのように整合性をもたせるの

かを考えてほしい。 

・「赤トンボ」ストーリー性の弱さ

に対して有効に回答していない。

売らんがための技術という印象を

与えない方がいい。 

・雑草対策に機械除草を追加してほ

しい。ポストこしひかり以外の品

種にも適応可能な技術であればそ

うした組立にすること。目標も小

さい。再検討が必要。 

・県米戦略との整合性が必要。 

「 越 前 そ

ば」ブラン

ド強化のた

めの機能性

評価と加工

食品の開発 

H26

～30 

・福井県の玄そば価格は低迷して

いる。 

・福井のそばは在来種で石臼製粉

であるが、機能性との関係は未

解明である。 

・そばの血圧低下作用との関係は

未解明である。 

・消費者の食と健康への関心は高

く、そばは健康食品のイメージ

が強い 

・このため、「越前そば」のブラ

ンディングを推進するための福

井県産そばの機能性の明確化 

・そばの機能性の安定・向上栽培

技術の開発 

・そば殻や発芽そばなどを利用し

た機能性食品の開発による需要

拡大を図る必要がある。 

C ・予備試験として、福井県産の優位

性を示した上で実施すべき。 

・ソバ全体の機能性と、福井県産そ

ばのブランド化とは分けた方がよ

い。 

・産地特有の機能性を明確にできれ

ば「越前そば」のブランド強化に

よる需要拡大は期待できる。 

・ブランド向上や需要拡大にどうつ

なげていくか。栽培技術による成

分量の増大などでも十分なのでは

ないか。加工で価格が向上するの

か 

・開発する加工食品のイメージを明

らかに。経済効果を玄そば価格の

みでなく、波及効果も含めて明ら

かにする。 

・事前調査が不十分 

エ コ 園 芸 

夏イチゴ栽

培技術確立 

H26

～30 

・イチゴ生産において夏季は端境

期となり高単価であることから

生産のねらい目となる。 

・福井県では夏季の生産がなく、

１年を通じて安定した生産が求

められることから、夏イチゴ生

産に適した低コスト栽培管理シ

ステムの開発および新システム

を用いたイチゴの長期どり技術

の確立が必要である。 

B ・温度との関係など、開発の可能性

の予備的な試験を実施する必要が

あるのではないか。 

・福井県で、夏イチゴに取り組む必

要性を具体的に分かりやすく説明

すること。 

・ブランド化イメージの浸透まで生

産体制を整備できるか。 

・イチゴやイチゴ以外で、ミディト

マトで行っている低コスト省エネ
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周年栽培技術を開発してほしい。 

・周年栽培を前面に出すべき。他産

地との競合、販売先の確保を考

慮。品種の選定（イチゴ以外の果

菜類でも検討）、収量、収穫時期

（延長）など、早く具体化するこ

と。 

・研究期間を短く（26～27）。他施

設（沖縄でも）利用、多段式の栽

培も検討（ハウスの高さの有効利

用）。若狭町、高浜町でのデータ

を参考に最終成果を検討。 

サトイモ親

芋(頭イモ)

を利用した

新規加工技

術の開発 

H26

～28 

・奥越地区ではサトイモのさらな

る利用拡大が求められている。 

・さといもは、アミラーゼ活性が

高く、デンプン含量は約 10%で

あり、その粒子径が植物中最も

小さい。また頭イモは繊維質が

多い。 

・サトイモ酵素の糖化力、サトイ

モデンプン、繊維の製造条件、

性質、加工適性は未解明であ

る。 

・このため、未利用のサトイモ、

頭イモの利用、サトイモの特性

を活かした加工食品の開発、サ

トイモデンプンや繊維の利活用

技術の開発が必要である。 

B ・粒子の細かいデンプンの新たな利

用技術方法を開拓してほしい。 

・これまでデンプンや焼酎としてほ

とんど利用されなかった原因の検

討が不十分。利用の障害を明らか

に。 

・細かい粒子のデンプンの新たな調

理性を示すことに期待。工業技術

との連携を検討。 

・経済効果（サトイモ産業、農家所

得等）を明らかに。 

・最終成果の見直し、経済効果を再

検討。細かいデンプン粒子を活か

したもの検討。 

・デンプンを高く売る利用方法、商

品化を検討（加工企業を誘致でき

るレベル）。 
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中間評価                             

研究課題名 
研究

期間 
研究目的および進捗状況 

総合

評価 
主な意見 

福井発の五

ツ星ブラン

ド水稲新品

種の育成 

H23

～29 

[研究目的] 

・福井県の気象条件下で、最も美

味しい水稲品種を育成する。 

[進捗状況] 

・平成 23 年度に 20 万種あった育

成材料から、主に稈長、耐病性

に関する選抜を行い 1 万 2 千種

まで絞り込んだ。 

・翌 24 年度は主に出穂期、高温

登熟耐性に関する選抜を行い、

順調に 2 千種まで絞り込んでき

ている。耐病性、高温登熟耐性

については DNA マーカーを用

いて選抜を行った。 

・また、この 2 年間で約 1,000 人

に対し米の嗜好調査を進め、基

礎的な情報を得ている。 

・ブランド化については、ワーキ

ンググループを作り、ブランド

化戦略骨子（案）を作成した。 

A ・非常に期待できる。 

・耐病性については主導遺伝子支配

であれば、5 年程度で罹病性とな

る菌のレースが出現。対策を考え

てほしい。 

・炊飯条件や食べ方の条件により、

人の感じるおいしさは変わるが、

どのような消費行動を想定してい

るのか。 

・消費者に認められるおいしさを備

えた品種としてのデビューを期待

する。 

・ブランド化のための研究（社会科

学的調査・研究）も並行して進め

ていただきたい。 

・食味は、何をターゲットにして選

定するのか。「作りやすさ」はど

のレベルか等を早く決めて進める

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 - 8 - 

事後評価                                                          

研究課題名 
研究

期間 
研究目的および研究成果 

総合

評価 
主な意見 

水稲の高温

耐性に関与

する DNAマ

ーカーを利

用した育種

技術の開発 

H20 

～ 

24 

[研究目標] 

・高温登熟耐性に関与する DNA マ

ーカーを利用した育種技術を開

発する 

[研究成果] 

・高温登熟耐性に関与する DNA マ

ーカーを開発した。それらの

DNA マーカーを用いて、ポスト

こしひかり品種候補の高温登熟

耐性に関する DNA マーカー選抜

を行った。 

Ａ ・大きな発展を期待。 

・学術雑誌、学会での公表を積極的

に。 

・マーカー化したことは評価。研究

成果のまとめが不十分 

・評価できる。今後の研究にも期

待。 

地域基盤に

立脚した地

下水位管理

システムの

構築を基幹

とした大豆

の高品質多

収生産技術

の開発 

H22

～24 

[研究目標] 

・福井県の高い暗渠の整備率を生

かした安価で簡易な地下水位制

御システムを開発する。また、

高温乾燥環境における大豆の着

莢相の解明により、効率的な大

豆の水管理手法を確立する。開

発された技術を現地で実証する

ことにより、地域の大豆の収量

品質の向上を図る 

[研究成果] 

・既存暗渠を活用し，地下水位計

データから電動ボールバルブを

開閉して暗渠に給水する地下水

位管理システム、および暗渠の

立ち上がり管から給水する簡易

地下灌水システムを開発した。 

・地下水位の推移と灌水時期試験

により、８月～９月に重点的に

灌水する地下水位管理手法を明

らかにした。品種や栽培条件が

変わっても、地下灌漑の実施に

より 20～30kg/10aの増収効果が

得られ、約 340kg/10a の収量を

実証した。 

Ｂ ・ダイズの生理から見た灌水の目安

が必要。 

・目標時に示した数値と同様の示し

方で達成状況を記載すること。 

・実証圃まで進んだ技術の普及拡大

を期待する。 

・「里のほほえみ」の導入と併せて

普及し、本県大豆単収の大幅な向

上につなげてもらいたい。 

減農薬に役

立つうどん

粉の天敵を

育てる技術

の開発 

H22

～24 

[研究目標] 

・本県土着の寄生菌や食菌性昆

虫等から、うどんこ病の発病を

抑制する天敵等を選抜する。ま

た、天敵等の生態や発生抑制メ

カニズムの解明、増殖および保

存技術の基礎的技術を開発す

る。 

[研究成果] 

・福井県内で採取した微生物

2,597 菌株からキュウリ、トマ

Ｃ ・効果とその安定性はどの程度であ

るか。メカニズムの解明もあわせ

て研究。 

・抵抗性を持つうどんこ病菌株が出

現する可能性はどうか。２菌株で

十分か。 

・選抜された菌株は実用に耐えるも

のか。うどんこ病以外の病害防除

はどうするか。 

・効果が高い菌液やダニ類の選抜、

および植物に対する病原性まで
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トのうどんこ病抑制効果を示す

有望な 2 菌株を選抜し、菌の同

定および増殖方法等の検討を行

った 

は、解析できており、より効果的

な総合的な方策につなげていくこ

とが望ましい。 

越前スイセ

ンの高精度

ウイルス検

定とウイル

スフリー球

根生産技術

確立 

H20

～24 

[研究目標] 

・越前スイセンのウイルス病検定

法を確立し、感染実態を明らか

にする。また、越前スイセンの

ウイルスフリー球根作出技術を

確立する。 

[研究成果] 

・越前スイセンに特異的に感染し

被害をもたらす重要ウイルスは

NYSV、NMV、NLV および NDV の 4

種類であることを解明した。栽

培地点ごとのウイルス感染状況

を調査し、ウイルスの種類を同

定するとともに、指導者向けに

指導活用技術として公表した。 

Ｃ ・産地での発病の動向を調べつつ、

総合的な対策の中で検討すべき。 

・ウイルスフリー球からの増殖、生

産者への普及の予定はあるか。 

・感染個体を土中深く埋める処分は

土中にウイルスが残る可能性はな

いのか。 

・養成期間中、収穫時のウイルスの

再感染をどのようにして防ぐのか 

・広く供給できるウイルスフリー球

根の生産技術の確立は可能なの

か。 

斑点米カメ

ムシを減ら

して福井米

の評価を上

げる畦畔管

理技術の開

発 

H22

～24 

[研究目標] 

・斑点米による格落ち 50％減少 

・水田周辺雑草地および出穂期水

田内におけるカメムシ類の生息

数 50％低減 

[研究成果] 

・積雪前の除草剤散布により、翌

年のカメムシ類の発生を抑制

し、斑点米の発生を減少させる

技術を開発した。 

Ｂ ・技術が有効な条件を明確に。 

・今後も継続的に発生調査を実施

し、より普遍的な技術として確立

してほしい。 

・高速道路法面をどうするかは今後

の課題。 

・今後の普及推進も期待でき、評価

される。 

タバココナ

ジラミを県

内から一掃

する一匹も

逃さない発

見法の開発 

H22

～24 

[研究目標] 

・タバココナジラミの作物に対す

る誘引特性や色に対する応答反

応を解明し、早期発見技術を開

発する。 

[研究成果] 

・タバココナジラミの発生が急増

するトマト抑制栽培施設におい

て施設の高温部にサクラソウお

よび黄色粘着板を設置し、新た

に設定した要防除水準に基づき

防除を行うことで、発生最盛期

におけるタバココナジラミの誘

殺数を慣行比 1.5%に抑え、すす

病被害果率は 30%低減した。栽

培期間中の化学合成農薬の散布

回数は 1 回低減した（2,478 円

/10a/回）。 

Ｂ ・優れた成果。技術の定着に努力し

てほしい。 

・研究課題名と研究結果が合致しな

い。特に独創的な方法ではないよ

うに思われる。防除法については

従前通りの化学合成農薬の使用に

頼っている。 

・商品化を進めていることは評価で

きる。 
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世界初、農

薬を半減す

るキクの育

成 

H21

～24 

[研究目標] 

・キクは栽培期間中の農薬の使用

量・使用回数が多く、経済面お

よび健康面で栽培者の負担にな

っている。 

・県では、キクにおける効率的な

遺伝子導入技術の確立に取り組

み、世界で初めて耐虫性で雄性

不稔の遺伝子組換えキクの開発

に成功したが、白さび病などの

耐病性を持つキクの開発には至

っていない。 

・そこで、耐虫性で雄性不稔のキ

クに耐病性の遺伝子を導入する

ことで、農薬の使用量を大幅に

削減し、農業者の経営向上に資

する。 

[研究成果] 

・遺伝子のコドン使用頻度をキク

に合わせて改変した耐虫性遺伝

子および耐病性遺伝子を、遺伝

子組換え技術によってキクに導

入することで、チョウ目害虫と

白さび病に高度抵抗性を有する

耐病虫性キクを作出した。この

キクを栽培に用いることで、チ

ョウ目害虫と白さび病の農薬が

全く必要なく、農薬使用量を

50％減らすことが可能である。 

Ｃ ・研究の発展を期待する。 

・このような研究成果を評価する方

法の検討が必要。 

・農業試験場として誇るべき研究。 

・農薬散布の減により生産者、生産

量が増えた場合の利点が分かりに

くい。 

・基礎研究の評価をどうするか。県

民へのアピールをどうするかが課

題。 

福井ユリの

ニューブラ

ンド品種の

育成 

H20

～24 

[研究目標] 

・胚培養等を用いた種間交雑育種

法により本県独自のユリ品種を

作出する。 

[研究成果] 

・花色の異なる小球開花性のユ

リについて 7 種類の有望系

統、服を汚しにくい無花粉の

ユリについて、12 種類の有望

系統を作出した。  

Ｃ ・ユリ品種の評価法を明確にする必

要性。 

・計画の段階での具体的な育種目標

の設定が必要。 

・なぜ福井県がこの課題に挑もうと

したのか疑問。 

・生産者に有利な品種改良は県民に

対する貢献度が高いため研究の推

進を望む。 

園芸試験場

でのイオン

ビーム利用

育種に関す

る研究（ウ

メ・スイセ

ン） 

H12

～24 

[研究目標] 

（スイセン） 

・γ線より突然変異を引き起こす

確率が高く、新しいタイプの放

射線として注目されているイオ

ンビームを照射することで、交

配や突然変異による育種を効率

的に行い、スイセンの優良個体

を育成する。 

（ウメ） 

・新しいタイプの放射線であるイ

Ｃ ・育種目標を明確にしてから研究を

行うべき。 

・スイセン：自殖種子から育った個

体間にもいろいろな変異がある可

能性があるので、その評価もして

ほしい。 

・ニホンスイセンは目標が不明確。

ウメは黒星病抵抗性という目標あ

りきのため、少しは可能性のある

系統が選ばれている。照射後は変

異の発生がキメラ状でありこれを
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オンビームをウメに照射して突

然変異による優良個体を育成す

る。 

[研究成果] 

 (スイセン) 

・矮性で開花する傾向のあるスイ

セン開花球が得られた。この平

均球重は約 10g と、通常のニホ

ンズイセンの開花球（30g 以

上）に比べて小球であった。 

（ウメ） 

・生理障害果の発生が少ない個体

13 系統、黒星病の発生が少ない

個体を 2 系統それぞれ選抜し

た。 

・最適な照射線量、変異の固定化

といったイオンビームによるウ

メの育種方法を確立した。 

どのように固定したかを明確に。

L2 層が変異しているかどうかも重

要。 

・ウメを 2 系統選抜できたことは評

価できる。品種登録に向けた検討

や普及に期待する。 

福井県産米

粉の利用を

広げるおい

しさ長持ち

技術の開発 

H22

～24 

[研究目標] 

・県産米粉の加工特性を解明する

とともに、米粉食品の老化防止

技術を確立し、県産米粉の利用

促進を図る。 

[研究成果] 

・粒厚 1.9mm 以下の網下米でも網

上米と同等の製パン性を有する

ことを確認した。また、糖類

（トレハロース、マルトトリオ

ースなど）や多糖類（ペクチン

など）、酵素（α、βアミラー

ゼ）添加により日持ち延長効果

が認められた。 

・アミロースを低減させた米粉を

用いることで米粉パンの日持ち

を 3 日間延長することを可能と

した。 

・魚肉すり身に米粉を糊ペースト

にして添加することでもっちり

感を保持できる技術を開発し

“ライスボール”として商品化

した。 

・米粉にこんにゃく粉を加えるこ

とで、ゲル強度が増強保持され

たゼリー（ゲル）状食品加工技

術を開発した。 

Ｂ ・技術を利用する者の評価が必要。 

・化学物質無添加、低アミロースの

米粉のみで効果を防いでいる”と

いうのは大きな PR ポイント。 

・研究成果を学術的にきちんと発表

されたい。 

・食感の劣化を改良した食品製造方

法の提案と製品化は評価できる。

さらに、広い食品への応用を期

待。 

担い手の機

械化作業に

適したカキ

栽培管理技

術の確立 

H20

～24 

[研究目標] 

・機械化作業に適した樹形の改造

および樹形に合わせた栽培管理

技術を確立する。 

[研究成果] 

Ｂ ・農家における技術の評価が必要。 

・既存のカキの栽培技術の改善で地

味ですが、生産者にとっては重要

な技術。 

・カキの栽培面積が減少していく中
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・樹形改造して高所作業車を利用

することで摘蕾が 2 時間（慣行

20.8 時間/10ａ→18.9 時間/10

ａ）、収穫が 7 時間（慣行

34.1 時間 /10a → 27.1 時間

/10a）短縮できた。 

・脚立利用の場合でも樹形改造す

ることで作業時間が短縮できた

（摘蕾：0.5 時間、収穫：4.5

時間）。 

・樹形改造による収量減を補うＥ

型金具を用いた側枝養成法を開

発した。 

・また、高所での収穫作業に便利

な片手で収穫できる鋏を試作し

た。 

で、高所作業車の導入の余地はあ

るのか。 

・樹形を機械管理に適したものにす

るという技術を進め、カキだけで

なく、他樹種への応用も期待す

る。 

農業分野に

おけるイオ

ンビーム利

用に関する

研究（イチ

ゴ・ソバ） 

H20

～24 

[研究目標] 

・イオンビーム照射によって得ら

れた自殖性ソバにおいて、収量

性向上に向けた育種を行うとと

もに、重粒子線照射によって早

生性の優良形質を誘導する。 

・イチゴ種子等へのイオンビー

ム適性照射線量を求め、照射

個体からうどんこ病抵抗性、

低温伸長性系統を選抜する。 

[研究成果] 

・自殖性ソバと在来品種との交雑

を行い草勢の改良を行うととも

に、高温下で多収の見込める自

殖性ソバの系統を 9 系統選抜し

た。 

・ルチン含量の高い 3 系統を選抜

し、ビニールハウスにて栽培試

験を行ったところ、夏作適応性

であること、収量はキタワセソ

バや美山南宮地在来と同程度

170～250kg/10a、食味は大野在

来と同程度であることを確認し

た。 

・イチゴの「章姫」「紅ほっぺ」

の実生種子、葉片および多芽体

におけるイオンビーム適性照

射線量を明らかにした 

・うどんこ病について幼苗段階

での 1 次選抜後、本圃におけ

る 2次選抜を実施した。 

・現在 2 次選抜を経た 2 系統に

ついて保存中である。 
・低温伸張性で幼苗段階での 1 次

Ｃ ・育種目標を明確にして行ってほし

い。 

・品種登録まで行ってほしい。イチ

ゴについてはうどんこ病の耐病性

検定の方法を検討すべき。 

・最終的に選抜された系統も使い物

になるのかどうか疑問である。 

・研究の進捗に遅れが見られるが、

選抜された系統について引き続き

研究を行い、成果を上げてほし

い。 



 - 13 - 

選抜された 1 系統について、成

苗にしたのち低温下で「章

姫」と比較したところ同等の

生育であった。 

ウメの新改

植を促進す

る若木養成

技術の開発 

H22

～24 

[研究目標] 

・園芸試験場で育成した多収性品

種の新改植を促進するため、若

木の養成技術を開発する。 

[研究成果] 

・根域制限法により改植 3 年目以

降、慣行の 2 倍以上にあたる 1

樹当たり 0.6～0.8kgの収量とな

った。 

・多側枝整枝法により改植 3 年目

以降、慣行の 3 倍以上の 1 樹当

たり 1～1.2kgの収量となった。 

Ｂ ・現地農家において技術を評価する

必要がある。 

・ウメの新品種の開発と連携して福

井ブランド梅の開発はできない

か。 

・最初から実証試験として生産圃場

で計画すれば、技術の普及もより

早いのではないのか。 

・小さいウメは需要はあるのか。多

側枝整枝法と果実の肥大促進の技

術の両方が確立されてからの実用

化とすれば評価できる。 

ウメ生産者

の所得を上

げる枝物花

木生産技術

の確立 

H21

～24 

[研究目標] 

・福井ウメの枝物生産技術を確立

し、ウメ生産者の所得向上を図

る。 

・成木を利用した青枝生産技術の

確立 

・花ウメ生産技術の確立 

[研究成果] 

・青枝出荷用の防除対策を確立し

た。 

・地域に適した花ウメ 4 品種を選

定した。ウメの開花期間が従来

より約 2週間拡大した。 

Ｃ ・開発した技術が個別技術であり、

一貫した技術体系に組み立ててい

く技術開発が必要。 

・「梅なら福井」という県のブラン

ドとして戦略をたててはどうか。 

・本課題における独創性やユニーク

さが全く感じられない。 

・青枝の試験の場所を適当なところ

に設定し、再度の試験により研究

を進めてほしい 

・県育成乳

酸菌 FPL2

の耐酸性機

構の解明と

ウメ食品開

発への応用 

・福井梅の

新たな需要

を生み出す

乳酸発酵技

術の開発 

H22

～24 

[研究目標] 

・酸に強い本県育成の乳酸菌

「FPL2」を利用した新たなウメ

乳酸発酵食品製造技術を開発

し、県内食品製造業者に技術移

転する。 

[研究成果] 

・FPL2の耐塩性が向上した FPL2-2

株および耐アルコール性が向上

した FPL2-1株を育成した。 

・FPL2-2 株を使用した、乳酸発酵

調味液を用いる低塩梅干製造技

術を開発した。 

・梅酒を原料とし FPL2-1株を使用

した乳酸発酵梅酒および乳酸菌

入り梅酒の製造方法を確立し

た。 

・ウメ果実の収穫時期や追熟操作

により、多様な品質の梅酒や梅

シロップ製造が可能となった。 

Ｂ ・上手に PRして普及してほしい。 

・特許の取得も行われている点は評

価できる。FPL2-2 の耐酸性機構

も考察されており、是非とも学術

論文としてまとめていただきた

い。 

・既存梅酒の酸味を改善した梅酒の

開発に成功し、商品差別化ができ

たことは評価できる。 
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追跡評価                             

研究課題名 
研究

期間 
研究目的および研究成果 

総

合

評

価 

主な意見 

発芽勢の高

い水稲種子

生産技術の

確立 

（コシヒカ

リ種子の発

芽勢向上の

ための移植

時期と加温

技術） 

H18

～20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・極端な遅植えを行わないことに

より、発芽勢の低下を抑えるこ

とができる。 

・発芽勢が40％以下の場合は加温

処理を行うことで、60％以上の

発芽勢を確保できる。 

・発芽勢10％程度の場合 20℃8週

間または30℃4週間） 

・発芽勢 30％程度の場合 15℃8

週間または 20℃4週間） 

[普及状況] 

普及対象： 

県内指定採種農家 

（JA福井市、JA花咲ふくい、JA

越前たけふ、 

JAテラル越前、JA若狭） 

普及量： 

・5 月 10 日以前移植は、5JA 中

3JAの採種農家。 

・加温技術は、JA テラル越前にお

いて、平成 22年産コシヒカリの

発芽勢が低かったので、育苗出

芽室を利用して加温したものを

出荷し、クレームなし。 

Ｂ ・籾重を減少させない加温処理は効果

があるのか疑問である。 

・発芽勢の向上がみられた年次もある

ことから、一定水準の技術は得られ

ている。今後、温度処理を含め、安

定化の技術確立が望まれる。 

大麦の高性

能播種作業

技術と品質

向上栽培技

術の確立 

（水田転換

畑大麦の播

種同時一工

程 作 業 技

術） 

18～

20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・改良ロータリを用いた効率的播

種作業技術を開発するととも

に，容積重を高めるための栽培

技術を確立した。 

[普及状況] 

・平成 21～24 年に県内で 20 台導

入。（主に福井、坂井および丹

南平坦地） 

・また、改良ロータリーをベース

とした一工程播種作業技術は

個々の装置を組み合わせて構築

されるため、セットとして販売

された数量は坂井地区の 2 台が

確認されている。 

Ｃ ・ロータリー自体の普及面積について

も評価の対象にいれてはどうか。 

・改良ロータリーの販売台数が多いの

か少ないのか（大麦の作付面積に対

する使用割合）が分からないので明

確化する。 

・今後の対応は、トラクタ本体の老朽

化等作業機械更新の際、普及を進め

るとのことであるが、それならばお

およその進捗が予想できるのではな

いか。 
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イクヒカリ

の高位安定

生産技術 

（イクヒカ

リ移植栽培

の高位安定

生産技術・

イクヒカリ

の直播栽培

技術） 

18～

20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・新たな福井ブランド米であるイ

クヒカリの生産拡大のため、イ

クヒカリの品質をより高めるた

めの栽培技術および省力・低コ

スト生産技術を確立した。 

[普及状況] 

・県内全域において、平成 22年に

1,660ha、内直播で 446haの栽培

面積に達した。その後「あきさ

かり」の登場によって減少し、

H24 年には 617（109）ha となっ

ている。（イクヒカリは県外に

も普及し、H24 には合計 2，

885ha） 

Ｂ ・品種変遷は致し方なく、本課題終了

後一時目標を達成したことは評価で

きる。 

・「あきさかり」の普及により、「イ

クヒカリ」の役割は果たしたものと

考える。 

農業分野に

おけるイオ

ンビーム利

用に関する

研究 

（イオンビ

ーム照射に

よる「ガー

デ ン ス タ

ー」の新品

種） 

12～

19 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・アリウムの新品種としてオータ

ムヴィオレ 2 号、オータムヴィ

オレ 3 号、オータムヴィオレミ

ニ、オータムヴィオレミニピン

クを育成した。 

[普及状況] 

・花苗生産農家（鉢花研究会）に

情報提供。既品種「ガーデンス

ター」の普及状況を判断しなが

ら、品種登録をする予定であっ

た。 

・品種登録に向けた生育データや

資料は準備したものの、「ガー

デンスター」の利用状況が芳し

くなく、発展的な展開にならな

いことから、保留の状況であ

る。 

Ｃ ・ガーデンスター自体の普及性がある

のか。そもそものニーズが問題では

ないのか。 

・環境への適応性に合った用途として

利用、PRしてはどうか。 

・どの地域にも普及していない。今後

普及場面を検討するのではなく、早

く打ち切る判断をすべきである。 

・利用利点がわかりにくい。 

 

コンテナ栽

培による越

前スイセン

の高品質安

定出荷技術

の確立 

（施設の利

用効率を高

め、安定出

荷できる越

前スイセン

のコンテナ

栽培） 

18～

20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・越前スイセンの平坦地生産に向

けた簡易ハウス利用によるコン

テナ栽培技術を確立した。 

[普及状況] 

・福井、坂井、丹南生産農家を中

心に導入されている。 

［栽培面積および件数］ 

12a、10件 

 

Ｂ ・現地での技術の問題点を整理し、必

要な改良を加えていく。実施されて

いるので、評価できる。 

・開花期間にかなりの幅があり、今後

球根に対するエチレン気浴処理等開

花を斉一にする技術の組み合わせが

必要である。 

・需要期の安定出荷は、生産者、消費

者とも利益になるので、今後とも技

術の確立が望まれる。 
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植物性乳酸

菌を利用し

た乳酸発酵

食品の開発 

（植物性乳

酸菌で発酵

させるヨー

グルトタイ

プの米発酵

食品） 

18～

20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・米発酵に適した乳酸菌として

FPL1 株を選抜し、ヨーグルト様

の米発酵食品を開発した。ウメ

の発酵に適した乳酸菌として

FPL2 株を選抜し、ウメ果汁の酸

味を改良する発酵技術を開発し

た。サトイモの乳酸発酵は FPL1

株が利用できた。 

[普及状況] 

・開発技術を使用した商品：2種 

・現在開発中の商品：3種 

・開発技術を一部使用した商品：1  

種 

・その他 

乳酸発酵米を用いた飼料（子豚

から飼料用米を食べた元気でお

いしいふくポークづくり H23-24 

畜産試験場） 

Ｃ ・ＰＲを進めてほしい。 

・経済的な効果は今のところそれほど

大きく出ていない。 

・植物性乳酸菌を利用した今までにな

い食味をもつ食品の開発を高く評価

する。 

・植物性乳酸菌を活用した商品開発の

ために必要な新たな研究開発を進め

てはどうか。 

福井オリジ

ナル産品開

発育成事業 

（ ToMV 抵

抗性ミディ

トマト新品

種「越のル

ビ ー う ら

ら」と「越

のルビーさ

やか」） 

10～

19 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・ToMV 抵抗性でかつ「越のルビ

ー」と同等以上の収量や糖度の

高い果実が得られる品種の育成

を行った 

[普及状況] 

・ミディトマト全体の栽培面積に

占める割合は少なく、伸び悩ん

でいる。 

H24： 

うらら：2a（1戸） 

さやか：7a（2戸） 

※ミディトマト全体：850a（210

戸） 

Ｃ ・現地において普及しない原因を明確

にする。 

・ミディトマトの品種が種苗会社から

も販売されるようになり、越のルビ

ーの優位性が薄らいでいる。ToMV抵

抗性の県オリジナル品種だけでは普

及は伸び悩む。 

・品種の欠点を補う食べ方、使い方の

提案も必要である。 

高設イチゴ

の成型培地

による省力

育苗方式の

開発と栽培

技術の確立

（低コスト

で自家施工

できるイチ

ゴ高設育苗

システム・

高設イチゴ

の年内収量

確保を目指

した苗の夜

冷短日処理

装 置 の 開

18～

20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・成型培地の利用で 48.3時間/10a

の労働時間減となった。 

・自作できる低コストな採苗育苗

装置利用による省力効果試算値

は 44.4 時間/10a の減となっ

た。 

・初期多収のための苗の夜冷短日

処理装置を開発した。 

 [普及状況] 

・低コスト高設育苗システム 

 ・普及面積 ０ha 

・夜冷短日処理装置 

  普及面積 ０ha（当初１戸で

導入されていたが取りやめた） 

 

Ｄ ・十分な現場のニーズの把握が必要。 

・システムが普及してそのことでもた

らされた経済的効果を明確にするこ

と。 

・今後も普及に向けた技術定着の充実

を望む。 
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発） 

白干梅・ネ

ット収穫に

おける新た

な病害虫対

策の確立 

（オキシテ

トラサイク

リン水和剤

によるウメ

かいよう病

の 防 除 方

法） 

18～

20 

（ 21

年） 

[研究成果] 

・かいよう病：マイコシールドに

よる果実横径 10～15mm時の基幹

防除、自然災害 2 日後の選択防

除により、かいよう病の発病を

無防除に対して 50%抑制するこ

とを可能にした。 

・ケシキスイ類：6 月中旬のモス

ピラン水溶液を散布することに

より、加工（塩漬け）時の幼虫

被害を 1.2%（無選果、無選別）

に抑制することを可能にした。 

[普及状況] 

・オキシテトラサイクリン水和剤

によるかいよう病の防除体系

は、産地の防除ごよみに反映さ

れており、県内のウメ生産者に

広く周知されている。 

・これにより産地全域において、

４月中下旬の基幹防除、強風後

および降雹後の緊急防除が概ね

定着している。 

Ｂ ・ウメかいよう病の防除に効果をあげ

ていることは評価したい。 

・普及しており、品質向上に成果がみ

られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 


